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する医療に関する法律（平成 10 年法律第 104 号）（以下、「感染症法」という。）の序文に
おいても「感染症の患者等の人権を尊重」することが明記され、感染症に的確に対応する
ことが示されている。 












































































































ニダーゼは 9 種類（N1～N9）あり、その組み合わせにより病原性や感染力が異なる。 






20 世紀には 2 回の大きな新型インフルエンザが発生しており、日本国内でも大きな健康
被害が生じている。特に 1918（T7）年に発生したスペインインフルエンザと呼ばれる新型
インフルエンザは、世界全体で 4000 万人、日本国内でも約 39 万人が死亡しており、大き
な脅威であったとされている。（表 0-2） 
 







1918 年～1919 年 





（約 39 万人） 
約 2% 
1957 年～1958 年 





（約 7,700 人） 
約 0.53% 








なお、本稿で「新型インフルエンザ等」と記す場合は、特別措法（第 2 条第 1 号）で定
義されるものであり、感染症法の「新型インフルエンザ等感染症（第 6 条第 7 項）」と「新
感染症（第 6 条第 9 項）」を包括したものとする。（図 0-1） 
 
図 0-1 「新型インフルエンザ等」の定義 
 
出所：内閣官房、新型インフルエンザ等対策有識者会議（第 3 回）、（2012（H24）年 10 月 16 日）資










図 0-2 健康危機管理に関連する法令の位置づけ（2009（H21）年時点） 
 
出所：厚生労働省、地域保健対策検討会（第 5回）（2011年 10月 28日）参考資料２8を参考に筆者作成 
 
 7 
感染症対策は、感染症法、検疫法（昭和 26 年法律第 201 号）、及び予防接種法（昭和 23
年法律第 69 号）等に基づく対応が執られることとなっている。 
 


















表 0-3 本稿で対象とする厚生労働省の組織の主な分掌業務 







































































































地域保健法施行令第 1 条の 3 に定める以下の 6 市 
小樽市／町田市／藤沢市／茅ヶ崎市／四日市市／大牟田市 




































出所：全国保健所長会の Web サイト15等に基づき筆者作成 
 











363 41 48 6 23 495 
注１）指定都市（地方自治法第 252条の 19第 1項に定める 20市）の保健所数 
札幌、仙台、新潟、さいたま、千葉、横浜、川崎、相模原、静岡、名古屋（16）、浜松、京都、大阪、神戸、
堺、 岡山、広島、福岡（7）、北九州、熊本 
注２）中核市（地方自治法第 252条の 22第 1項に定める 48市）１市１保健所  
注３）政令で定める市（地域保健法施行令第 1条の 3に定める 6市）１市１保健所  




































































































































































































































































































5 内閣官房新型インフルエンザ等対策有識者会議第 2 回（平成 24 年 9 月 11 日） 資料 1、P3、







8 第 5 回地域保健対策検討会（2011 年 10 月 28 日）参考資料２「健康危機管理に関連する法令
等」、http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001tk4r-att/2r9852000001tkai.pdf（2018 年 1
月 28 日最終アクセス） 
9 厚生労働省 Web サイト（主な仕事（所掌事務）厚生労働省の組織）、




11 厚生労働省の「地域保健対策の推進に関する基本的な指針（H6 年 12 月 1 日厚生省告示第





13 全国保健所長会「保健所設置数・推移」http://www.phcd.jp/03/HCsuii/index.html（2018 年 2
月 3 日最終アクセス） 
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14 地域保健法第 5 条で、「保健所は、都道府県、地方自治法第 252 条の 19 第１項の指定都
市、同法第 252 条の 22 第 1 項の中核市その他の政令で定める市又は特別区が、これを設置
する。」と定められている。 
15 全国保健所長会 Web サイト http://www.phcd.jp/03/about/（2018（H30）年 2 月 1 日最終アク
セス） 
































































図 1-1 内閣発足時と厚生省創設当時の組織構成 
1885（M18）年 12 月 
内務省：内閣制度発足時点の組織構成 






































所ずつを目処として計画され、1938（S13）年 4 月、全国 49 箇所で発足したが、その後







図 1-2 戦前・戦中・戦前の厚生省の組織構成 
1941（S16）年 8 月１日 
太平洋戦争直前 
1943（S18）年 11 月１日 
国内の防衛体制強化 



















































































図 1-3 労働省分離前後の厚生省の組織体制 
1947（S22）年 5 月 2 日 
労働省分離直前の厚生省 















予防接種等も実施された。内閣は 1960（S35）年 8 月閣議了解により「急性灰白随炎（ポ

















































図 1-4 環境省創設前後の厚生省の組織体制 
1964（S39）年 7 月 1 日 
（環境庁創設前の厚生省） 





























































































管理の在り方について」等の提言（1999 年 8 月）」が行われた。厚生省ではこの提言を踏










表 1-1 国の健康危機管理体制の歴史的背景 
年月 組織改正・法改正等 区分 概 要 
1872 年 
（M5） 

















































































































表 1-1 国の健康危機管理体制の歴史的背景（つづき） 




















































































































図 1-5 厚生労働省の新型インフルエンザ対策に関わる組織（2017（H29）年時点） 
 
























































































表 1-2 官邸の緊急事態対処体制整備の主な経緯 
年月 概   要 
1995(H7)年 2月 大規模災害に対応する緊急参集チームを設置 
情報伝達窓口を内閣情報調査室とする閣議決定 
1996(H8)年 4月 官邸に危機管理センターを設置 
1996(H8)年 5月 官邸に 24時間体制の内閣情報集約センターを設置 
1997(H9)年 5月 （内閣の危機管理機能の強化に関する行政改革会議の意見集約） 
1998(H10)年 4月 内閣危機管理監を設置。内閣安全保障室を内閣安全保障・危機管理室に改組 
1998(H10)年 4月 重大テロ発生時の国の初動措置を閣議決定 
2001(H13)年１月 内閣安全保障・危機管理室を官房副長官補付に改組 
2002(H14)年 4月 新官邸危機管理センターの運用開始 
2003(H15)年 6月 安全保障会議の下に事態対処専門委員会を設置 
2003(H15)年 11月 あらゆる緊急事態への国の初動対処体制について閣議決定 
各種事案に対応する緊急参集チームを新たに構成 
2004(H16)年１月 水際危機管理チーム、空港・港湾危機管理官を設置 
2009(H21)年 7月 新型インフルエンザ等対策室設置 
2014(H26)年 10月 エボラ出血熱対策室設置（西アフリカを中心にエボラ出血熱の流行） 

























































































これは、感染症対策が平成 10 年 5 月に制定された地方分権推進計画に示された自治体
に対する国の関与の例外規定にあたるためである48。 
 





































現在、保健所は人口 30 万人以上の市に設置することが目安とされ、地域保健法（第 5
条）において、都道府県、指定都市、中核市、その他政令で定める市及び特別区に設置す
ることが定められている。2018（H30）年 2 月時点、保健所は全国に 495 か所が設置され















































第 17 条第１項 健康診断の勧告 9.1 90.9 
第 17 条第２項 健康診断の実施 10.9 89.1 
第 18 条第４項 就業制限に係る確認 7.3 92.7 
第 19 条第１項 入院の勧告（一類感染症患者※） 8.2 91.8 
第 19 条第２項・４項 入院の実施（一類感染症患者※） 9.1 90.9 
第 21 条 入院患者の移送（一類感染症患者※） 14.5 85.5 
第 30 条第２項 埋葬の許可 17.3 82.7 
第 32 条 建物に係る措置 54.6 44.4 
第 33 条 交通の制限及び遮断 65.4 3.6 
第 35 条第１項 質問及び調査 14.5 85.5 
第 45 条第１項 新感染症に係る健康診断の勧告 25.5 74.5 

































措置が行われる。具体的には、「感染症に関する情報の収集及び公表（第 12 条～第 16
条）」、「健康診断、就業制限及び入院（第 17 条～第 26 条）」、「消毒その他の措置（第 27
 41 















四 類 感 染
症 
































隔離【検疫法】 ○ × × × × ○ 
停留【検疫法】 ○ × × × × ○ 
検査【検疫法】 ○ × × × × ○ 
入院の勧告・措
置 
○ ○ × × × ○ 
就業制限 ○ ○ ○ × × ○ 
医師の届出 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
健康状態の報告
要請 
× × × × × ○ 












表 1-6 感染症法に定められている厚生労働省と都道府県等の主な役割 
●国（厚生労働大臣）の役割 







らない。（検疫法 第 18 条 4） 
●都道府県等の役割（保健所設置市・特別区は、市長又は区長） 
・ 都道府県知事は、指定感染症の感染が疑われる者について医師から連絡を受けた際、定めら
れた期間内に当該届出の内容を厚生労働大臣に報告しなければならない。（第 12 条 1） 
・ 指定感染症に関する発生状況及び動向の把握し、厚生労働大臣に報告しなければならない
（第 14 条）※基本的には、季節性インフルエンザ等の定点観測を想定されたもの 
・ 都道府県知事は、検疫法の規定により検疫所長から健康状態に異状を生じた者に対し（略）、
当該都道府県の職員に、当該健康状態に異状を生じた者その他の関係者に質問させ、又は必
要な調査をさせることができる。（感染症法 第 15 条 2） 
・ 都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、当該感染
症の患者に対し感染症指定医療機関への入院を勧告することができる。勧告に従わないとき





















図 1-8 検疫法・感染症法に定められている国（検疫所）及び都道府県の役割 
 
【従来の健康監視の仕組み】       【2008 年の感染症法・検疫法改正後】 










2.  地域保健法に基づく健康危機管理業務 





























表 1-7 特措法で定められている発生時の対策本部の体制 





設置義務 発生時の設置義務あり（第 22条） 
緊急事態宣言時の設置義務あり（第
34条） 





























































































22 大霞会（1980）「内務省史 第 1 巻」P212 
23 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P62-63 
24 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P62 
25 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P196-197 
26 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P345 
27 大霞会（1980）「内務省史 第 3 巻」P235 
28 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P448 
29 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P588 
30 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P592 
31 厚生労働省大臣官房厚生科学課健康危機管理災害対策室「国における健康危機管理の取組」
（2014 年 3 月 19 日 川崎市健康危機管理対策研修会資料）より。「厚生労働省健康危機管理対策
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基本指針」は薬害エイズ問題を機に、厚生労働省大臣官房に設置された「医薬品による健康被害





33  MMR ワクチンとは、麻疹（measles）、流行性耳下腺炎（いわゆるおたふく風邪）
（mumps）、風疹（rubella）の 3 種類の混合ワクチン。日本では 1988 年から 1993 年まで実施
されていた。しかし流行性耳下腺炎ワクチンによる無菌性髄膜炎発生率が高い事が問題となり、
中止となった。 2006 年 4 月から麻疹・風疹混合（MR）ワクチンの接種が開始された。 
34 「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」（1994 年 12 月 1 日厚生省告示第 374 号） 
35  厚生労働省医系技官採用情報（http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/saiyou/ikei/）のう
ち、厚生労働省組織図
（http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/saiyou/ikei/dl/ikei2017_31.pdf）（2018 年 2 月 3 日
最終アクセス） 











月 21 日 閣議決定から引用） 




















                                                                                                                                                         
48 「国民の生命、健康、安全に直接関係する事務」かつ「広域的な被害のまん延防止の観点から
の事務」の処理として例外規定の対象となっている。 
49 「地域における健康危機管理について～地域健康危機管理ガイドライン～（平成 13 年 3 月）」 
50 地域保健法（第 9 条）において「第 5 条第 1 項に規定する地方公共団体の長は、その職権に属
する第 6 条各号に掲げる事項に関する事務を保健所長に委任することができる。」とされている 
51 感染症法（第 26 条）において「第 19 条から第 23 条まで、第 24 条の 2 及び前条の規定は、
二類感染症及び新型インフルエンザ等感染症の患者について準用する。」とされている 
52 全国の 47 都道府県および 12 指定都市、保健所設置市（中核市を含む）及び東京都 23 区の衛








55 感染症法（第 64 条）において保健所が設置されている政令市等が都道府県の役割を担う旨が
記載されている「保健所を設置する市又は特別区にあっては、第 3 章から前章までの規定（第 14
条第 1 項及び第 5 項、第 38 条第 1 項、第 2 項、第 5 項、第 6 項、第 8 項及び第 9 項（同条第 2
項、第 8 項及び第 9 項の規定にあっては、結核指定医療機関に係る部分を除く。）、第 40 条第 3
項から第 5 項まで、第 43 条（結核指定医療機関に係る部分を除く。）、第 53 条の 2 第 3 項、第















判断することが重要になる。（2012 年 8 月、横浜市保健所担当者への筆者ヒアリングより） 
60 厚生労働省健康局結核感染症課長発信通知「エボラ出血熱患者等の移送に係る消防機関の協







成 27 年６月 12 日）都道府県、各保健所設置市、特別区衛生主管部局宛て「中東呼吸器症候群
（MERS）の国内発生時の対応に関するＱ＆Ａについて」において同様の説明がなされている。 
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第2章 新型インフルエンザ H1N1発生初期の国の体制と対応 
 

































2.  新型インフルエンザ対策の体制 












表 2-1 平時の国の新型インフルエンザ対策推進体制（関係省庁対策会議） 























































出所：厚生労働省新型インフルエンザ専門家会議（第１回）資料（2006（H18）年 4月 24日）を抜粋 
 
表 2-3 厚生労働省新型インフルエンザ専門家会議委員 
































出所：第１回厚生労働省新型インフルエンザ専門家会議資料（2006（H18）年 4 月 24 日）を抜粋 
 









表 2-4 日本の新型インフルエンザ対策の計画策定の経緯（2009（H21）年 4 月以前） 
策定年月 策定された行動計画・ガイドライン名 策定主体 









































































































1.  発生時の国の組織体制 
（1） 2009（H21）年時点の国の体制 








図 2-1 発生時の国の新型インフルエンザ対策推進体制 
 






































図 2-2 新型インフルエンザ発生時の厚生労働省対策推進本部の体制 





































2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 は約 2,100 万人が病院に受診し、そのうち
入院患者は 2 万人、死亡者は約 200 人と推計されている。毎年流行している季節性インフ




表 2-6 「新型インフルエンザ対策行動計画」等における健康被害の想定と実際 
 ＜実際の健康被害＞ 
新型インフルエンザ H1N1






発症者数 － 3,200 万人  
受診患者数 約 2,100 万人注１） 1,300～2,500 万人 約 1,000 万人 
入院患者数 約 2 万人 53～200 万人 － 
死亡数 約 200 人 17～64 万人 
約 300 人（H20）～ 
約 1,800 人（H17）注
２） 
致死率 0.001％注３） 0. 5～2% 0.003～0.018％※4 


















新型インフルエンザ H1N1 発生後の内閣官房と厚生労働省の主な動きを（表 2-7）に示
す。対策の方針変更を決定したものが、5 月 22 日と 6 月 19 日の「基本的対処方針の改
定」である。 
政府対策本部は 4 月 28 日に最初の「基本的対処方針」を示した後、国内外の発生動向
やウイルスの病原性の情報にあわせて、5 月 1 日、5 月 22 日と「基本的対処方針」を改定


























同日（5 月 16 日）医療の専門家で構成される「専門家諮問委員会」より「基本的対処方
針」の実施について」という意見書も発信された。同意見書は、その時点で決定している







表 2-7 新型インフルエンザ H1N1 発生時の国の初動（2009（H21）年） 
 官邸（内閣官房）の動き 厚生労働省の動き 


















5月 1日 〔ＷＨＯ〕フェーズ 5 宣言 
















5月 9日 ※成田空港検疫所で最初の感染患者を確認 ⇒隔離・停留措置へ 
5月 9日 ・新型インフルエンザ対策本部幹事会開催 ●新型インフルエンザに係る症例定義及
び届け出様式の改定について 
※発信元：健康局結核感染症課長 
5月 13日 ○専門家諮問委員会 報告 
・停留期間を 10日間から 7日間に短縮するよう提言      緩和の意見書 










表 2-7 新型インフルエンザ H1N1 発生時の国の初動（2009（H21）年）（つづき） 
 官邸（内閣官房）の動き 厚生労働省の動き 




5月 16日 ・新型インフルエンザ対策本部幹事会開催 
○「確認事項」の発出 
 
5月 18日 新型インフルエンザ対策本部（第 3回会
合） 
 










6月 12日 〔ＷＨＯ〕フェーズ 6 宣言 
6月 19日  ●「運用指針」の改定（検疫強化の大幅
緩和など） 
7月 6日 新型インフルエンザ等対策室の設置  
8月 15日 ・沖縄県において国内発患者死亡確認 





国内発生から約１週間後の 5 月 22 日に政府対策本部が「基本的対処方針」を改定し、
国内発生を踏まえて、「外出自粛を要請しないこと」、「事業者の事業自粛を要請しないこ





また、その後 6 月 12 日 WHO においてフェーズ 6（大流行）が宣言された。フェーズ 6
宣言を受けて厚労省対策推進本部では 6 月 19 日に「運用指針」を改定し、原則、全ての
医療機関で診療すること、停留措置の中止など、大幅に対策を緩和する方針が決定した。 










































表 2-8 患者及び接触者等に対する入院措置・健康監視（検疫における対応） 























（第 18 条第 4 項及び第 5 項）及び感染症法（感染症法第 15 の 3）に定められたもので一
般に「健康監視」と呼ばれる。 
この水際対策は、2009（H21）年 4 月 28 日～6 月 18 日までの期間、成田、関西、中
部、福岡、羽田空港等の検疫所で実施された。同年 5 月 21 日までの約１ヶ月で換算する
と、約 164 万人の帰国者が調査対象となり、10 人の新型インフルエンザ患者が確認され
た。「健康監視対象者」リストが膨大であったこと、国内発生（5 月 16 日）以降も継続さ
れたことなどから、自治体等からの反発が強い対策であった（5 月 22 日以降は「健康監査














フルエンザ H1N1 の患者及び擬似症患者の定義が示された。 
 
 63 













































表 2-10 国内発生直後（2009（H21）年 5 月 16 日）に発出された 3 つの文書の比較 
































































































4.  厚生労働省からの文書発信の実態 
2009（H21）年 4 月 29 日の新型インフルエンザ対策本部設置後、厚生労働省からは多
数の通知や事務連絡が発出された。特に発信量の多い初動の１か月に計 71 通であり、そ









































































4/29～30 0 0 2 6 0 1 0 0 0 9 
5/1～10 3 1 5 2 1 0 1 1 0 9 
5/11～20 9 2 12 3 2 6 10 9 4 30 
5/21～30 9 0 7 2 2 2 2 2 1 23 













図 2-4  2009（H21）年新型インフル発生時の発信文書の宛先（発出組織別） 
 
    〔 〕内の数値は発出文書の数。連盟の発信及び複数の宛先の文書があるため、合計値は一致しない。 
出所：厚労省発信文書等より筆者作成。 
 


























































































































































































が定められているためである。（表 2-16）  
 
表 2-16 健康危機発生時の国の組織体制（想定された業務分担とその根拠） 










































表 2-17 通常のインフルエンザと新型インフルエンザで実施可能な措置の比較 





隔離【検疫法】 × ○ 
停留【検疫法】 × ○ 
検査【検疫法】 × ○ 
入院の勧告・措置 × ○ 
就業制限 × ○ 
医師の届出 ○ ○ 
健康状態の報告要請 × ○ 
外出自粛要請 × ○ 
出所：感染症法研究会〔2008〕より引用、作成 
 


































61 全国知事会「新型インフルエンザ対策に関する要望」平成 20 年 5 月 22 日 
62 2007 年 10 月 26 日閣議決定「新型インフルエンザ対策に関する政府の対応について」、
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/kettei/071026taiou.pdf（2018 年 1 月 28 日最終アクセス）、 
第 74 回市町村職員を対象とするセミナー資料「新型インフルエンザ対策の推進について」【行政
説明 I】新型インフルエンザ概論、http://www.mhlw.go.jp/bunya/shakaihosho/seminar/dl/02.pdf
（2018 年 1 月 28 日最終アクセス） 
63 2009 年 5 月時点医薬食品局血液対策課職員ヒアリング 
64 国立感染症研究所感染症情報センター〔2009b〕 











69 官邸 Web サイト「新型インフルエンザへの対応」
（http://www.kantei.go.jp/jp/kikikanri/flu/swineflu/（2018 年 2 月 3 日最終アクセス）） 
70 「濃厚接触者」の停留は、5 月 22 日以降は中止された。 









                                                   
 74 
                                                                                                                                                         
73 舛添元厚生労働大臣が 5 月 1 日の未明（4 月 30 日の深夜）に記者会見したことで大きく報道
された 
74 新型インフルエンザ対策本部長（内閣総理大臣）の談話（2009 年 5 月 16 日）






2010 年 5 月 12 日） 








80  第３回厚生労働省新型インフルエンザ（A/H1N1）総括会議議事録（2010 年 4 月 28 日） 
81 「医学的に意味がないとの指摘は正しいが「国民の感情を考えた時に、『これだけ政府が頑張
っているんだ』という安心感を与える意味もあった」（舛添大臣,2012.4.27 参議院予算委員会） 
82 第 3 回新型インフルエンザ対策（A/H1N1）総括会議（2010 年 4 月 28 日）議事録 
83 「国内で患者を早期に発見してまん延防止を図ることを目的として実施した。縮小を検討した
が、5 月 9 日に機内検疫で初の隔離・停留のケースが発生し、検疫強化の要望があったため、長












第1節 新型インフルエンザ H1N1発生初期の自治体の対応 
自治体の新型インフルエンザ H1N1 発生初期の体制と対応について調査するため、6 自
治体を対象として調査分析する。 
 







































た。ヒアリング対象組織の人口、面積の概要を表 3-2 に示す。新型インフルエンザ H1N1
発生初期に感染者が発生した自治体を中心としたため、人口の多い都市部が中心である。 
 
表 3-2 ヒアリング調査組織の概要（2009（H21）年時点） 
自治体名 東京都 大阪府 兵庫県 八王子市 横浜市 神戸市 




人口 1,316 万人 887 万人 559 万人 58 万人 369 万人 154 万人 
面積 2,188 ㎡ 1,898 ㎡ 8,396 ㎡ 186.31 437.38 552.66 
保健所（県型） 6 箇所 13 箇所 13 箇所 6 箇所 1 箇所 1 箇所 
保健所（特別区） 23 箇所 － － － － － 





ヒアリング調査は、2012（H24）年 5 月から 12 月にかけて行った。ヒアリングは約 1
時間から１時間 30 分程度で行い、対象者に許可を得て IC レコーダーに録音、そのデータ
を文字化して分析の資料とした。一部は電子メール及び電話による確認を行った。各ヒア
リング対象者に提示した項目は表 3-3 に示すとおり、新型インフルエンザ H1N1）発生当
時の自治体行政内部の組織体制や外部組織との関係、対策及び課題を中心とした。 
 



















れていることがわかる。就業制限（第 18 条）や入院措置（第 19～22 条）など、私権に係
わる措置についても、対象自治体では保健所長への委任事項とされている一方、情報公開
等（第 44 条の 2）については、委任事項となっていないことが確認できる。（表 3-4） 
 





















































































  ○ ○  ○ 
出所：以下の各自治体の規則等に基づいて、筆者作成 
東京都保健所長委任規則（昭和 50年 4月 1日 規則第 136号） 
兵庫県 地方機関処務規定（昭和 43年 5月 1日 訓令甲第 8号） 
府保健所長に権限を委任する規則（2004年 12月 28日 大阪府規則第百九号） 
横浜市保健所長委任規則（2007年 3月 30日規則第 31号） 
八王子市保健所長委任規則（2007年 3月 30日 規則第 52号） 




















表 3-5 東京都の危機管理体制計画（2009（H21）年時点） 
発生段階 全庁的な体制 
福祉保健局等の動き 






















































② 新型インフルエンザ H1N1発生時の対応実態 
WHO によって新型インフルエンザ発生宣言がなされた 2009（H21）年 4 月 28 日、
福祉保健局から全庁的な危機管理対策会議開催が要請されて、第１回危機管理対策会議
が開催された。 























表 3-6 発生時に東京都の実施した対策会議等（2009（H21）年） 
実施日 概  要 
4 月 25 日  ・24 時間サーベイランス、相談体制開始 
4 月 27 日 ・第 1 回危機管理対策会議連絡会 ・第 1 回区市町村連絡会 
4 月 28 日 ・第 1 回危機管理対策会議 ・緊急連絡会（保健所・医療機関向け） 
4 月 30 日 ・第 2 回危機管理対策会議連絡会  
5 月 11 日 ・第 3 回危機管理対策会議連絡会  
5 月 16 日 ・感染症対策本部設置 
・第 1 回感染症対策本部会議 
 
5 月 18 日 ・第 4 回危機管理対策会議連絡会 ・第 2 回区市町村連絡会 
・サーベイランス体制の拡大強化 
5 月 20 日 ＜都内で初めての感染者確認＞ 
・第 2 回感染症対策本部会議 
 
 
5 月 22 日 ・第 5 回危機管理対策会議連絡会 
・「発熱相談センター」相談体制強化 
・中小企業等特別相談窓口設置 
・第 3 回区市町村連絡会 
 









表 3-7 報道資料（産経新聞報道 2009（H21）年 5 月 6 日） 



































































表 3-8 横浜市の新型インフルエンザ発生時の対処計画（2009（H21）年） 




























型インフルエンザ対策推進会議」の副議長を務める（図 3-2 参照）。（2012（H24）年 12
月現在、安全管理局は消防局に名称変更、危機管理監は独立したポストとなっている。） 





















































































表 3-9 発生時に横浜市が実施した対策会議等 






28 日 「横浜市新型インフルエンザ対策本部」設置 
「第１回横浜市新型インフルエンザ対策本部」開催 
 





































11 日 第３回横浜市新型インフルエンザ対策本部会議開催  
出所：安井ら〔2010〕の報告書のうち、岩田真美：「新型インフルエンザ発生初期におけるリスクコミ





























新型インフルエンザ対策連絡会議 平時 防災監 副知事、医監兼健康局長 関係局長等 
新型インフルエンザ警戒本部 海外発生時 防災監 副知事、医監兼健康局長 関係部長等 
































② 新型インフルエンザ H1N1発生時の対応実態 












表 3-11 新型インフルエンザ H1N1 発生時の兵庫県の対応 
月日 対策 



































































































表 3-12 新型インフルエンザ対策本部の体制（神戸市：2009（H21）年時点） 









































② 新型インフルエンザ H1N1発生時の対応実態95 
WHO が新型インフルエンザ発生宣言をした 2009（H21）年 4 月 28 日、神戸市におい
ても「第１回神戸市新型インフルエンザ対策本部員会議」を開催し、「神戸市新型インフル
エンザ対策本部」を設置した。また、翌 4 月 29 日に発熱相談センターを設置し、市民か
らの発熱相談を受ける体制を整備した。5 月 2 日以降、検疫所からメキシコ等からの帰国
者の要観察対象者リストが送付され、対象者に対し、健康観察を実施したが、いずれも検
査結果、新型インフルエンザを発症していないことが確認された。 
5 月 15 日の深夜、神戸市内の診療所から遺伝子検査を依頼されていた環境保健研究所か
ら、「感染が否定できない可能性のある患者」が発生したことが、神戸市役所に連絡され、





























16 日早朝、第 5 回新型インフルエンザ本部員会議を開催し、事前に作成した計画を踏ま
え、「神戸まつり」の中止、神戸市の一部（第一学区）の学校園の休講措置の決定や要請を
行い、8 時 50 分、市長による記者会見を行った。その後、調査等を行った結果、集団発生
が確認されたこともあり96、翌週の月曜日（18 日）までに、全市一斉に 7 日間の学校園の
休業を行うことが決定された。 
 
表 3-13 発生時に神戸市の実施した対策会議等 
実施日 概  要 内 容 
2009(H21)年
4 月 27 日 
・第 1 回危機管理室兼務・併任職員会議 
・第 1 回神戸市豚インフルエンザ連絡調整会議 
〇情報共有（患者の発生状況､国・県
の対応等､神戸市の対応状況） 
4 月 28 日 ・「神戸市新型インフルエンザ対策本部」設置 
・第 1 回新型インフルエンザ対策本部員会議 
〇情報共有、対応の決定（広報､医療
体制､関係機関との連携､本部体制） 
4 月 30 日 ・第２回新型インフルエンザ対策本部員会議 〇情報共有 




5 月 7 日 ・第 4 回新型インフルエンザ対策本部員会議 ○関係機関（指定公共機関等）を含め
た情報共有、意見交換 






5 月 22 日 ・第 6 回新型インフルエンザ対策本部員会議  





その後、新たな患者発生は抑制され、5 月末までの 10 日間に 20 名の新規患者に留まっ






















































表 3-14 大阪府の新型インフルエンザ対策の組織（2009（H21）年時点） 


































表 3-15 新型インフルエンザ H1N1 発生時の対応（大阪府） 
実施日 概  要 内容 
4 月 27 日 第 1 回対策本部会議幹
事会 
〇情報共有(患者の発生状況、府の対応状況等) 
4 月 28 日 第 1回対策本部会議 〇情報共有(患者の発生状況、府の対応状況等)､各部局に対し、
行動計画･ガイドラインに基づく対応の指示、電話相談開始 























図 3-6 大阪府の危機管理体制（2009（H21）年当時） 
 































勢 47 名で対策に当たったとされる99。 
 






























表 3-17 発生時に大阪府の実施した対策会議等（2009（H21）年） 
実施日 概  要  
4 月 27 日 第 1 回対策本部
会議幹事会 
〇情報共有（患者の発生状況、府の対応状況等） 

















○同対策の決定後の 17 日午後、八尾市で感染者が確認） 



















































表 3-18 新型インフルエンザ発生時の八王子市の組織体制（2009（H21）年時点） 
































図 3-7 八王子市の組織図（2009（H21）年時点） 
 
 





















































表 3-19 発生時に八王子市が実施した対策等 
実施日 概  要 
4 月 25 日 ・保健所内に対策会議を開催〔保健所⇔保健センター〕 
・関係機関へ FAX で情報提供（３警察署、消防署、二次・三次医療機関の１２病院、市
医師会、薬剤師会へ送信）、市民からの電話相談窓口を設置 
4 月 26 日 ・医療機関への啓発用ポスターやチラシの機関へ FAX で情報提供【保健所⇔市医師会】 
4 月 27 日 ・リーフレット配布プレスリリース、広報特集号発行の調整【保健所⇔広報担当】 
・市施設にポスター掲示【市役所⇔管財課ほか】 
4 月 28 日 ・新型インフルエンザ対策会議の開催【保健所⇔防災課】 
・危機管理本部及び新型インフルエンザ危機対策本部の設置【保健所⇔防災課】 
※防災課が本庁内の連絡調整等、事務局業務を実施（保健所の業務の一部肩代わり） 
5 月 1 日 ・経営会議、危機管理本部会議の開催【保健所⇔保健センター】 
5 月 20 日 ＜都内の第一例目患者確認＞ 
・健安研での精密検査結果が午後 9 時に判明。東京都と並行して記者会見。 
出所：ヒアリング時の受領資料等を参考に筆者作成 
 







































表 3-20 新型インフルエンザ発生時の対策本部の体制 





知事 知事 知事 市長 市長 市長 














 ※１ 発生前の計画では保健福祉部が事務局の予定だったが、発生後に防災課が担当することとなった 
（ヒアリング結果を参考に筆者作成） 
 




たと考えられる。これらの自治体における、第一例目の確定（5 月 16 日）から翌月曜日
（5 月 18 日）の学校休業の判断について改めて整理する。 
神戸市・兵庫県では、当初患者の大部分が高校生であったことから、患者が発生した学
区単位での休業要請が行われた。その後、他の学区の県立高校の生徒の感染が確認された























































表 3-21 健康危機管理発生時の自治体の組織体制（想定された業務分担とその根拠） 






















































図 3-8 自治体における健康危機管理体制の類型 
 
類型（Ａ）：危機管理監が独立（首長直轄）  ・・兵庫県、横浜市 
 
 











































































































管理監を、建設局に道路監を置くことができる。（東京都組織規程（昭和 27 年 11 月１日）規則






とです。」という事務連絡を発出している（2009 年 5 月 6 日「本日付産経新聞報道の記事につい
て（事務連絡）」） 
89 横浜市において、カナダからの帰国者のうちインフルエンザ様症状を呈する者が 4 月 30 日に
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92  2009 年 4 月時点で、防災監、健康福祉部長ともに同月異動した直後であった。防災監（前県
立美術館副館長）、健康福祉部長（前健康福祉部福祉参事兼企画少子局長）が着任。 
93 2012 年 5 月に「新型インフルエンザ等対策特別措置法」が制定され、休業要請等の決定は都
道府県知事に集約されることとなった。 
94 2009 年当時は前消防局長が嘱託職になって危機管理監に就任していた。 
95 神戸市新型インフルエンザに係る検証検討会〔2009〕 
96 5 月 16 日 12 名、17 日 31 名、18 日 14 名、19 日 17 名、20 日 14 名、と 5 日間で 88 名の患
者が確認された 
97 「新型インフルエンザひょうご安心宣言」は（2009 年 6 月 3 日）に発出された。 
98 県立高校についても、マスメディアによって実名報道されていた。 
99 平時の感染症対策は、地域保健感染症課感染症グループで行っており 13 名体制であった。 
100  中邨ら（2012）P77 第３章「国と地方の危機管理」において、現在の災害を中心とした危機
管理体制が説明されている。 



































































表 4-1 予防接種政策の歴史的背景  


































1989 年 4 月から使用されるようになった MMR ワクチン（麻し
ん・風疹・おたふくかぜ混合ワクチン）について、副反応として無






























































表 4-2 予防接種法に基づく定期接種の類型（2009（H21）年時点） 




















死亡一時金約 4,300万円 例：遺族一時金約 700 万円 





















図 4-1 インフルエンザワクチン製造量の推移 
 



















が高まった。このような要望に対処するため、厚生省は 1961（S36）年 6 月に緊急の行政
 114 
措置として、生ワクチンの大量使用を判断した。1961（S36）年 7 月、生ワクチンシロッ
プ剤 300 万人分、ボンボン剤 1,000 万人分がカナダ及びソ連より空路輸入され、おおむね





表 4-3 生ワクチン輸入の際の経緯：当時の厚生労働省薬務局長の手記 























































の位置づけ（2009（H21）年 4 月以前） 







































1.  新型インフルエンザ予防接種事業の概要 






























表 4-6 に示す。 
2009（H21）年 4 月 27 日、医薬・食品局から国内のインフルエンザワクチン製造販売
業者 4 社に対して、新型インフルエンザワクチンを製造する場合に備え、生産体制の準備





















5月 1日 △【政府対策本部】パンデミックワクチンの製造を進める方針（基本的対処方針） 
5月 16日 兵庫県神戸市で国内最初の新型インフルエンザ患者確認 
6月 19日 ○【厚労省対策本部】季節性インフルエンザワクチンから新型インフルエンザワクチ
ンへ製造を切り替える方針を決定。ワクチン国内生産量の試算発表。2 月末までに






7月 14日 ○【厚労省対策本部】国内製造業者に対し、製造開始依頼 
7月 21日 衆議院解散：自民党政権（麻生太郎総理大臣） 
 ○【厚労省対策本部】ワクチン接種に関する意見交換会の開催（輸入、優先順位等） 









8月 30日 衆議院選挙（投開票） 
9月 4日 ●舛添厚生労働大臣が国内産、輸入あわせて 6～7000万人分確保したい旨を表明。 
9 月 6 日～ 
9 月 13 日 
「ワクチン接種について」厚生労働省試案の公表、パブリックコメントを募集 
9月 16日 民主党鳩山内閣発足（長妻厚生労働大臣） 
10月 1日 △【内閣官房】ワクチン接種の基本方針を策定（接種順位） 
10月 2日 ○「新型インフルエンザ（A/H1N1）ワクチンの接種について」を公表。※「厚生労働
省」名で発信 
10月 6日 ○海外からの輸入を目的とした海外メーカー２社との契約 
10月 19日 ○ワクチン接種開始 




同年 5 月 1 日政府対策本部が策定した基本的対処方針において、パンデミックワクチン
の製造を進める方針が示された。政府対策本部の方針を受け、ワクチン製造の準備が整っ
 119 
た 6 月 19 日、厚生労働省対策本部から新型インフルエンザワクチンの製造を開始する文
書を発信し、製造計画を示した。同年 12 月までに製造できる生産量は、約 2,540 万人分
（全国民の約 20%）である試算も示された。しかしその１か月後の 7 月 9 日には、年内の




た。その後、優先順位を決定するとともに 1,000 億円のワクチン輸入が決定された116。 
経緯を追うと、「2,000 万人分のワクチンを輸入する方針を明らかにした」とされる時点






表 4-7 新型インフルエンザ H1N1 発生時の国の初動 
 概要  
2009(H21)年 9
月 6 日～ 













10月 16日～ ワクチン接種回数に関する意見交換会の開催  













表 4-8 新型インフルエンザ H1N1 発生時の国のワクチン購入費 
ワクチンの確保量（2009（H21）年 12 月 15 日時点） 
○国内産ワクチン：約 5,400 万回分（約 259 億円） 


















優先接種対象者を決定する方向で、7 月 30 日以降、10 月 1 日の「ワクチン接種の基本方
針」を策定するまでに、11 回の意見交換会が行われた。官房長官等によるトップダウンの
判断でワクチンの輸入が決められた時期（8 月 23 日～29 日）に、並行して有識者による
議論が行われていた。注意すべきは、有識者の意見交換会では輸入ワクチンについては、
「現時点で緊急性や必要性、安全性・有効性の面で疑問視」という議論がなされている点
である。有識者の議論は、トップの意思決定に反映されずに 8 月 25 日の閣議で、予備費





表 4-9 新型インフルエンザワクチンの接種対象者に対する専門家の検討経緯 
日付 検討の経緯 
















8 月 26 日 【厚生労働大臣】厚生労働大臣アドバイザー 
・接種費用や補償の問題等、法改正を含めた検討について言及された。 





































































































































































表 4-11 ワクチン接種事業における意思決定プロセス（想定された業務分担とその根拠） 









































107 附帯決議予防接種法：附則（平成 13 年 11 月 7 日法律第 116 号） 抄 
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※同附則は第 153 回国会（衆）厚生労働委員会（平成 13 年 10 月 19 日）において附帯決議と
して可決。 
108 2013 年の予防接種法改正で、一類を A 類、二類を B 類という名称変更が行われたが、本稿で
は 2009 年時点の表記・分類とする。 
109 市町村が独自事業として接種費用を支弁することは可能。 
110 手塚（2010）p233 
111 2015 年 4 月、厚生労働省健康局に「健康課」が新設され、ワクチンの許認可と推進が健康課
で一元化されることとなった。 




すことはできない（ためにそのような記載となったのであろう）」（2011 年 2 月 28 日 筆者ヒア
リング：2009 年当時厚生労働省結核感染症課課長補佐） 
115 接種費用を 2009 年に厚生労働省が設定した価格と仮定した（１回目 3600 円、2 回目 2500
円）。 
116 総括会議資料（厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部、平成 22 年 5 月 19 日、参考資
料１：今般の新型インフルエンザ（A/H1N1）対策について（ワクチン）） 



































1.  特措法の検討の背景と経緯 






置された。その後、2012（H24）年 5 月、内閣提出法案である特措法が第 83 回国会で成
立し、2013（H25）年 4 月に施行された。 
同法は、内閣官房新型インフルエンザ等対策室において、法制度の検討から法律提案が
















表 5-1 特措法の検討経緯 























2月 6日、16日 学識経験者の意見を聞く場 
新型インフルエンザ対策のための法制のたたき台の議論 
※参照条文の提示（国民保護法、災害対策基本法等） 







出所：内閣官房 Web サイト123を基に筆者作成 
 








えている。（2011 年 12 月 19 日、内閣審議官） 
 131 
 2 年前（2009 年新型インフルエンザ発生時）も自治体においても保健部局が中心となり対応
していたが、自治体でも特にしっかりやっているところは、健康、危機、防災関連の部署が
連携していたようである。（2011 年 12 月 19 日、内閣審議官） 
（略） 
    出所：医療関係者との意見交換会（2011 年 12 月 19 日）議事録から抜粋 
 




























































表 5-4 新型インフルエンザ等対策有識者会議の検討経緯 









































表 5-5 新型インフルエンザ等対策有識者会議の検討事項 
１．新型インフルエンザ等緊急事態（法第 32 条関係） 
（1） 新型インフルエンザ等緊急事態の宣言・解除の要件 
（2） 新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき期間・区域 




３．国民への情報提供（法第 6 条第 2 項第 2 号ロ関係） 
４．その他 
（1） 新感染症についての行動計画上の取扱い／（2） 基本的人権の尊重／ 
（3） 国内発生初期における現地対応／（4） 在留邦人への対応／ 
（5） 発生国からの航空機・船舶等の運航制限要請等／（6） 国際的な連携・協力など 



















表 5-6 特措法における施設使用制限の運用 









































































表 5-7 日本の新型インフルエンザ等対策特別措置法等における措置 


























































































はっきりしているのです。（10 月 16 日第 3 回押谷委員★） 
・ 学校は、子供たちが接触密度が非常に高いということが問題なのです。それで、学校で感染が起
こる。子供たちが感受性が高いということもあるのですけれども、一義的には接触密度の問題で





































































担当省庁 内閣官房 厚生労働省 






































（Emergency Use Authorization：：以下「EUA」と記す。）の承認等が行われた。 
米国連邦政府の危機管理体制については、青山（2009）や伊藤ら（2010）において連邦













2.  新型インフルエンザ H1N1発生時の米国の初動対応 
米国ではカリフォルニア州の患者から新型インフルエンザウイルスを検出後、2009
（H21）年 4 月 26 日に保健福祉省長官が公衆衛生緊急事態を宣言し、翌 4 月 27 日に米国






WHO が新型インフルエンザの発生を宣言する 2009（H21）年 4 月 28 日より前であり、
米国独自の判断であったと考えられる。EUA により、連邦疾病予防管理センター








表 5-10 新型インフルエンザ H1N1 発生時の米国の対応 
年月日 米国 
2009 年 4 月
18 日以前 
カリフォルニア州で 2 人の患者から新型インフルエンザウイルスが検出（4/15,4/17）。 
CDC は国際保健規則（IHR）に基づき、世界保健機関（WHO）に報告（4/18）。 
4 月 21 日 CDC は新たな型の豚インフルエンザの症例報告。ワクチン製造開発に着手。 
4 月 22 日 CDC は、緊急オペレーションセンター (EOC)を設置。 
国家危機管理システム(NIMS)に基づいたチームに編成（サーベイランス、検査、広報、抗ウ
イルス薬、ワクチン等）。 
4 月 23 日 CDC は最初の公式会見を開き、事態の報告と公衆へのガイダンスを発表 
4 月 24 日 CDC は 2009 年 H1N1 の全遺伝子配列を研究材料として世界の研究者に情報提供 
4 月 26 日 米国保健福祉省長官が、公衆衛生緊急事態を宣言134 
CDC の戦略的国家備蓄の 25%を各州に供給開始（抗ウイルス薬 1100 万回分、3900 万人分の
マスク等個人防護具等） 
4 月 27 日 CDC の要請により FDA は緊急時使用許可(EUA)を承認：タミフルの 1 歳未満児への適用等 
メキシコへの渡航注意勧告 
4 月 27 日 WHO 事務局長がパンデミック宣言 
4 月 30 日 保健福祉省は戦略的国家備蓄に追加するため、1,300 万人分の抗ウイルス薬の購入を発表 
CDC は学校閉鎖等の病気の拡大を抑制するコミュニティレベルの社会的距離政策開始 
5 月 6 日 新型ウイルスの認定検査キットがほぼ全州の当局に配布（各州で独自に検査可能） 
5 月 15 日 CDC トラベルヘルスワーニングを格下げした（メキシコへの渡航制限緩和） 
6 月 11 日 WHO がパンデミック宣言 
7 月 9 日 保健福祉省長官が州の対策を支援するため 3.5 億米ドルの拠出を発表。
EmergencyPreparednessFund にはさらに 75 億米ドルの資金があると発表135 
10 月 23 日 FDA は抗インフルエンザ薬（ペラミビル）の緊急使用承認（EUA）を発行 
10 月 24 日 オバマ大統領は国家緊急事態法に基づく緊急事態を宣言136 











～2011 年に発出された公衆衛生緊急事態宣言は 11 件中 7 件が 2009（H21）年の新型イン
フルエンザ H1N1 に対するものである。2009（H21）年に公衆衛生緊急事態宣言された州
の関連する法令及び概要を表 5-11 に示す。 
 
表 5-11 米国の州政府で行われた公衆衛生緊急事態宣言の例 




































































3.  米国の公衆衛生危機管理体制と法制度 
連邦国家である米国では、一般的な行政の中心は州政府にあり、自然災害、テロ等の危
機管理や公衆衛生に係る対応は州の権限で、各州法等に基づいて行われる。しかし、大規














事態（Public Health Emergency）を宣言することができる（42 U.S. Code§247d）。保健
福祉省長官は、助成金支給・契約締結・疾病や障害の原因調査・治療または予防等の緊急
措置140を講ずる権限が付与される他、無認可医薬品の使用等の例外措置が可能となる
















































 Assistant Secretary for Public Affairs の指示に従い、世界的流行病に関する情報伝達 
 医薬品及びワクチン製造業者との緊密な連携を維持 
  出典：HHS「Pandemic Influenza Plan」から抜粋、筆者仮訳 
 
（2） パンデミック・オールハザード事前準備法146 
2006（H18） 年 12 月、パンデミック・オールハザード事前準備法（Pandemic and 






ステム（National Disaster Medical System）が国土安全保障省のもとで充分に機能しな
かったことが挙げられていた。PAHPA により、保健福祉省が疾病の発見と調査を含む、




が、2013（H25）年 3 月、オバマ政権下で 5 年間の延長が決定された。 
 






























事態下の役割分担や権限について、表 5-13 に示す。 
緊急事態宣言発令下において発せられた州知事の命令に対する違反は軽犯罪となり、90
日以下の禁錮及び／又は 500 ドル以下の罰金が科される（MCL30.405（2）、750.504）。 
 
表 5-13 ミシガン州における公衆衛生緊急事態時の対応と権限 




§ 2241(1)  
§ 2433(2)c 











































































刑事訴追 §2261  ・法務省の規則または命令に違反した者は 6 ヶ月以下の懲





出所：ミシガン州緊急事態法（Michigan Emergency Management Act）及びミシガン州公衆衛生法
（Public Health Code）等を参考に筆者仮訳・作成147 
 




















































120 「新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議 報告書（2010 年 6 月）」において、「我
が国の死亡率は他の国と比較して低い水準にとどまっており、死亡率を少なくし、重症化を
減少させるという当初の最大の目標は、概ね達成できたと推察される。」という記載があり、
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123 内閣官房 Web サイト「新型インフルエンザ等対策の法制度について」
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/housei.html 
124 内閣官房 Web サイト「新型インフルエンザ等対策の法制度について」
（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/housei.html）（2018 年 2 月 3 日最終アクセス） 
125 内閣官房「新型インフルエンザ等対策有識者会議 中間とりまとめ（2013（H25）年 2 月 7
日」p8､「（危機管理としての特措法の性格） 特措法は、万一の場合の危機管理のための制度であ
って、緊急事態に備えてさまざまな措置を講じることができるよう制度設計されている。」




（2018 年 2 月 3 日最終アクセス） 







kansenshou04/dl/infu100512-29.pdf（2018 年 2 月 3 日最終アクセス） 
128 勤務医等は通常の労基法等において補償されているが、開業医等が有識者会議で問題となっ
た。 
129 新型インフルエンザ等感染症（感染症法第 6 条 7）及び新感染症（感染症法第 6 条 9）が対象
疾病である 
130 政令第百二十二号新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令 
https://www.cas.go.jp/jp/influenza/pdf/01.pdf（2018 年 2 月 3 日最終アクセス） 
131 会議資料として、米国の優先接種対象者等の事例が引用されたが、日米の社会体制や制度の相
違等に留意する必要がある点が、委員から指摘されている。 
132 FDA, “FDA Authorizes Emergency Use of Influenza Medicines, Diagnostic Test in 
Response to Swine Flu Outbreak in Humans” April 30, 2009, 
133 HHS, Public Health Emergency, April 24, 2013, Legal Authority of the Secretary  
http://www.phe.gov/preparedness/support/secauthority/Pages/default.aspx 
134 CDC, “CDC Health Update”, April 26, 2009, https://www.cdc.gov/h1n1flu/han/ 
135 NBC News, “Swine flu shots could begin this fall” July 9, 2009, 
http://www.nbcnews.com/id/31828836/ns/health-swine_flu/#.UtY4l9J_vy0 
136 The White House, “President Obama Signs Emergency Declaration for H1N1 Flu”, October 
25, 2009, https://obamawhitehouse.archives.gov/blog/2009/10/25/president-obama-signs-
emergency-declaration-h1n1-flu 
137 Tex. Health & Safety Code Ann. § 81.003(7); Sec. 81.082. （A declaration of a public health 
disaster） 
138 Emergency management,  II Powers and Duties related to emergency management  
（323.10  Declaration by governor. ） 
139 About HHS（米国保健福祉省 Web サイト）（https://www.hhs.gov/about/） 
140 U.S. Dept. of Health and Human Services, HHS Pandemic Influenza Plan, November 
2005, 
141 FDA 法 301 条、319F-1 条、402 条および 405 条 
142 医療機関の特例措置については、①保健福祉長官による公衆衛生緊急事態宣言および②大統領
による緊急事態宣言の二つが条件とされる。 
143 Dept. of Health and Human Service, Public Health Emergency, April 24, 2013, 
  http://www.phe.gov/preparedness/support/secauthority/Pages/default.aspx 
144 CDC, About CDC – Our History, March, 2014 
http://www.cdc.gov/about/history/ourstory.htm 
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145 CDC, “The H1N1 Pandemic:  Summary Highlights, April 2009-April 2010” June 16, 
2010, http://www.cdc.gov/h1n1flu/cdcresponse.htm , 
http://www.cdc.gov/h1n1flu/cdcresponse.htm 
146 National Biosurveillance Integration Center Strategic Plan 
147 ミシガン州の緊急事態宣言については、緊急事態法、公衆衛生法（Public Health Code）及び


















































表 6-1 発生時の対策本部の体制：特措法の規定 

































































1.  実施時期と実施方法 
筆者アンケートは 2015（H27）年 7 月から 8 月にかけて、郵送式で実施した152。調査
項目は表 7-3 に示すとおり、各自治体の危機管理体制及び新型インフルエンザ対策につい
て、危機事案ごとに確認した。以下に、回答を得られた都道府県 33 件（回収率 70%）、政
令市等 44 件（回収率 64%）の結果から、実態を考察する。 












































表 6-3 各自治体における危機管理部局の設置状況（2012（H24）年 4 月時点） 
都道府県 部局 課室 担当（又は副担当） 
北海道 総務部危機対策局     
青森県 総務部  防災消防課    
岩手県 総務部  総合防災室   防災危機管理担当 
宮城県 総務部  危機管理監  （危機対策課）  
秋田県 総務部  総合防災課    
山形県 環境エネルギー部  危機管理・くらし安心局  危機管理課  
福島県 総合安全管理室   総合安全管理課    
茨城県 生活環境部  防災・危機管理局  防災・危機管理課 
栃木県 県民生活部  消防防災課  危機管理・災害対策室 
群馬県 総務部  危機管理室   
埼玉県 危機管理防災部  危機管理課    
千葉県 防災危機管理部  危機管理課  （防災計画課）  
東京都 総務局  総合防災部  （防災管理課／防災対策課）  
神奈川県 安全防災局  総務室  安全防災部  
新潟県 危機管理監  防災局  （防災企画課／危機対策課）  
富山県 知事政策局  防災・危機管理課   
石川県 総務部  危機管理監室  危機対策課  
福井県 安全環境部  危機対策・防災課   
山梨県 総務部  防災危機管理課   
長野県 危機管理監  危機管理部  （消防課／危機管理防災課） 
岐阜県 危機管理統括監  危機管理課／防災課   
静岡県 危機管理部  危機政策課／危機対策課  
愛知県 防災局  防災危機管理課／災害対策課  
三重県 防災対策部  災害対策課／危機管理課  
滋賀県 防災危機管理局    
京都府 府民生活部  防災・原子力安全課   
大阪府 危機管理監  危機管理室  防災企画課  
兵庫県 防災監  企画県民部  防災企画局防災企画課／災害対策局
災害対策課 
奈良県 総務部  知事公室  防災統括室  
和歌山県 総務部  危機管理局  危機管理課／総合防災課  
鳥取県 総務部  危機管理局  危機管理政策課／危機対策・情報課  
島根県 防災部  消防総務課／防災危機管理課  
岡山県 危機管理監  危機管理課   
広島県 危機管理監  危機管理課   
山口県 総務部  防災危機管理課   
徳島県 危機管理部  危機管理政策課／南海地震防
災課 
 
香川県 危機管理局  危機管理課   
愛媛県 県民環境部  防災局  （危機管理課）  
高知県 危機管理部  危機管理・防災課   
福岡県 総務部  防災危機管理局  （防災企画課）  
佐賀県 統括本部  危機管理・広報課  
※インフル含む 
 
長崎県 危機管理監  危機管理課   
熊本県 知事公室  危機管理防災課   
大分県 生活環境部  防災危機管理課   
宮崎県 総務部  危機管理局  （危機管理課）  
鹿児島県 危機管理局  危機管理防災課   


























































































































































































































































表 6-5 新型インフルエンザ研修のための状況設定（海外発生期） 
■発生疑い 
(世界)1 年前から東南アジア M 国で拡大していた鳥インフルエンザ A(H7NX)のヒトへの感染が再






























表 6-6 新型インフルエンザ研修のための状況設定（国内発生期） 
■海外発生期(2) 
(世界〕致命率が約 2%。季節性インフルエンザと比べ、病原性が高い可能性があると発表。 
(日本)M 国から帰国した日本人女性 2 人に新型インフルエンザ A(H7NX)感染が確認。 
 
■国内発生早期 
(1) 5 月 12 日【海外発生から 14 日目】、A 県 G 市の工場勤務の従業員のグループにインフルエンザ
様症状の患者が約 20 人発生。そのうち 6 人が新型インフルエンザ A(H7NX)と確認された。 
(2) 同工場では、M 国の出身者が多数勤務し、4 月下旬にグループで里帰りした。 
(3) 政府は緊急で基本的対処方針等諮問委員会を開催し、さらに 12 時から政府対策本部会合を開催
されたが、緊急事態宣言は見送られた。 
(4) 確認された 20 人は、皆工場に隣接する寮に住んでいた。 
(5) 帰国時には症状がなく、皆「健康カード」を受け取った。 
(6) 帰国後、寮で複数の従業員が体調不良を訴えたため、工場には出勤していない。 
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151 筆者アンケート調査では全国 115 か所の地方自治体（都道府県 47、政令市 68）に送付し、都
道府県 33 件、政令市 44 件の計 77 件の回答が得られた（回収率 66％）。 
152 都道府県 47 件、政令市等 68 件、計 115 件配布 
153 神戸市「神戸市新型インフルエンザ対策実施計画」（2008 年 2 月）。現在は海外発生時に市長
の判断で「対策本部員会議を開催できることなど、一部、変更されている。 
154 2012 年 12 月 6 日著者ヒアリング（大阪府保健所担当者）より 
155 神戸市では、歴代の危機管理監は消防局長経験者であった。2009 年の新型インフルエンザ発
生時には対策の内容面の検討は保健福祉部が主体となって実施した。（2012 年 12 月 6 日著者ヒア
リング（神戸市保健所担当者）より） 
156 2012 年 12 月 6 日著者ヒアリング（大阪府保健所担当者）より 













MERS も同様に厚生労働省健康局結核感染症課発信の事務連絡（平成 27 年６月 12 日）都道府
県、各保健所設置市、特別区衛生主管部局宛て「中東呼吸器症候群（MERS）の国内発生時の対
応に関するＱ＆Ａについて」において同様の説明がなされている。 
160 筆者アンケートでは回答のあった 77 自治体のうち、行動計画策定にあたって情報交換した
割合は以下のとおり。医療機関、医師会等の医療関係者（計 94%：都道府県 94%、政令市
94%）、保健所関係者（計 91%：都道府県 91%、政令市 91%）、学識経験者（計 88%：都道府県
91%、政令市 86%）、関係する行政機関（計 84%：都道府県 82%、政令市 86%）、消防関係者
（計 71%：都道府県 58%、政令市 82%）、学校関係者（計 64%：都道府県 64%、政令市 64%）































































































る内容が厳格に定められている。（表 7-1）  
 
表 7-1 想定された業務分担とその根拠（再掲） 





































表 7-2 国の健康危機管理体制の各組織の特徴 
 危機管理（マネジメント） 保健衛生（プロフェッショナル） 














































表 7-3 国の健康危機管理体制（2012 年以降） 
 根拠 方針の決定 実施主体 












3.  自治体の組織体制の実態と課題 
（1） 自治体の健康危機への対応及び組織体制 










表 7-4 新型インフルエンザ発生時の対策本部の体制（再掲） 




知事 知事 知事 市長 市長 市長 


































表 7-5 健康危機管理発生時の自治体の体制 


















































表 7-6 健康危機事態発生時の国の役割分担 























































表 7-7 健康危機事態発生時の自治体の対応 
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日時：2011 年 2 月 22 日 13:30～14:50 
場所：厚生労働省医薬・食品局 6 階会議室 
ヒアリング先：厚生労働省医薬・食品局 担当者 3 名（2009 年 4 月時点：医薬・食品局血液対策
課） 
 
日時：2011 年 2 月 25 日 10:30～11:40 
場所：厚生労働省医政局 21 階会議室 
ヒアリング先：厚生労働省医政局 担当者１名（2009 年 4 月時点：医薬・食品局血液対策課） 
 
日時：2011 年 2 月 28 日 18:00～18:30 
場所：厚生労働省 21 階会議室 
ヒアリング先：厚生労働省精神・障害保健課 担当者１名（2009 年 4 月時点：健康局結核感染症
課） 
 
日時：2012 年 5 月 16 日 10:00～12:00 
場所：東京都 福祉保健局会議室 
ヒアリング先：東京都健康安全部 幹部１名（2009 年 4 月時点：福祉保健局健康安全部） 
 
日時：2012 年 8 月 11 日 15:00～16:00 
場所：八王子市保健所 
ヒアリング先：八王子市健康福祉部保健総務課 担当者 1 名（2009 年 4 月時点：福祉保健局健
康福祉部） 
 




日時：2012 年 12 月 6 日 9:30-11:30 
場所：大阪府本庁舎（合同ヒアリング） 
















問１ 貴団体において、危機管理専門部局を設置していますか。（2015年 4月 1日現在） 
※ 「危機管理専門部局」とは、自然災害、武力攻撃、大規模感染症等を統括する部局をいいます。 
 1. 設置している   具体名をご記入ください→ 
2. 設置していない     
 
問２ 貴団体において、危機管理専門幹部を配置していますか。（2015年 4月 1日現在） 
※ 「危機管理専門幹部」とは、部（局）次長以上の幹部で、知事を補佐して危機管理対応を主たる業
務として担当する専門職員をいいます（危機管理監等）。 






役職名 ①  ②  
階級   
















































































































































１ ２ ３ ４ ５ 
その他の感染症 
（上記以外） 



























１ ２ ３ 
医療機関、医師会等の医療関係者 １ ２ ３ 
保健所関係者 １ ２ ３ 
警察関係者 １ ２ ３ 
消防関係者 １ ２ ３ 
学校関係者 １ ２ ３ 
産業界（施設使用制限の対象となる施設等） １ ２ ３ 








































1. 検討している        2. 現在、検討中である 
3. 今後、検討する予定である 4. 発生時に検討・決定する予定である 
5. わからない 
 
（問 11 で「検討している」と回答された団体のみ） 































１ ２ ３ 
医療機関、医師会等の医療関係者 １ ２ ３ 
警察関係者 １ ２ ３ 
消防関係者 １ ２ ３ 
学校関係者 １ ２ ３ 
産業界（施設使用制限の対象となる施設等） １ ２ ３ 
感染症等の知見を有する学識経験者 １ ２ ３ 
  










問 15 貴団体では、新型インフルエンザ等発生時に備えた研修や訓練を実施していますか。 
 








































※同種通知：消防庁救急企画室長「韓国における中東呼吸器症候群（MERS）の発生について」平成 27 年 6 月 9 日 
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